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１．研究計画の概要 
本研究は、情報通信技術の高度化が民間部

門と公共部門における組織構造のフラット化
をもたらすか否かの疑問に対する学界論争に
決着をつけ、両者と組織効率の相互依存関係
を明らかにすることを目的としている。具体
的には、ICT化指標と、組織構造、利潤、株価
および効用指標との関係を明らかにする。 
 平成 19 年度は、以下の調査を設計し、実
施する。1.調査表題「情報通信技術と組織構
造に関するホワイトカラー調査」。2.調査地
域首都圏（6 都県 5000 サンプル）近畿圏（2
府 4 県 5000 サンプル）。3.調査対象者 18 歳
以上 64 歳以下の男女。4.調査法 Web アンケ
ート（電子メールでの調査予告と Web入力）。
5.標本抽出法プールされた Webアンケート候
補者母集団から無作為抽出。 

平成20年度は、平成19年度に実施した組織
構造に関するWebアンケート調査の統計的解
析を共同で実施する。さらに、9月にアンケ
ート調査に協力した情報提供者の中から19
種の産業の従事者を関西圏から1名選択し、
合計18名の情報提供者に約90分の面接調査
を実施する。 
 平成21年度は、平成19年度に実施したWeb
アンケート調査結果を用いて、「職場におけ
る成果主義賃金制度の浸透度に対する労働
者の主観的評価」が労働者の効用水準にどの
ような影響を与えるかについて、労働経済学
的観点からの実証的分析を行う。 
 さらに、上記の Web アンケート調査に対し
て、3種類の情報通信技術利用度を定義して、
情報通信技術利用度と所得階層との間で順

位相関分析を行う。 
 
２．研究の進捗状況 
予備調査として経済産業省の 3141 社のデ

ータを、情報化への取組み度、組織改革度、
人的資源への対応度、情報化の効果の 4項目
に分類してスコア化し、企業規模別にどのよ
うな有意差がみられるか、また、組織改革度
や人的資源への対応度が高い企業群と低い
企業群で情報化の効果がどう異なるか、それ
らが規模別の企業分布にどう関係している
かを分析した。 
その結果、組織改革や人材面への対応など

経営改革への取組みが情報化の効果に影響
すること、および情報化への取組みや効果の
面で企業規模別に格差があり、規模の小さな
企業では、業務の見直し、従業員の訓練、外
部の専門人材の関与など、経営全般に関する
改革支援が重要であることが明らかとなっ
た。 
 さらに、Web アンケート調査結果の分析に
よりフラットな企業組織の下では、情報通信
技術を上手く活用することが従業員間のコ
ミュニケーションを活発にさせ情報共有を
促し、それが情報流通量や速度にプラスの効
果があることを示唆する結果が特に製造業
で得られた。 
 次に、全データにおける情報通信技術利用
度と所得階層との間で順位相関係数を求め
た。また、世代別、職業別、産業別、および
学歴別に順位相関係数を推計して、全データ
の係数と比較・検討した結果、世代別では 50
歳代の勤労者、職業別では販売従事者とサー



ビス職業従事者、産業別では卸売・小売業、
学歴別では高等学校卒業者に、情報通信技術
利用度と所得階層との間で全データの値よ
りもはるかに高い相関が生じていることが
判明した。 

 

３．現在までの達成度 
③やや遅れている。 
（理由） 

研究目標である ICT化指標に心理的要因を
組み込む作業が、従来の経済モデルと整合性
がとれず、研究分担者間の合意形成に多大な
時間がかかっている。 
 
４．今後の研究の推進方策 

上記の討論を経て、平成 22 年 2 月に、労
働供給関数を推計するために、労働時間を組
み込んで再設計した Webアンケート調査を実
施した。有効回答数は 9,591 であった。これ
を踏まえて今後本格的な労働者行動モデル
を作成する。 
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